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FFGのお取引先企業をご紹介します。�

に聞く�

福岡造船 株式会社

代表取締役社長 田中 敬二氏

取引店 福岡銀行 本店営業部

松石電設工業 株式会社

代表取締役 松石 六雄氏

取引店 親和銀行 浜町支店

頭取の企業訪問
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に聞く�

博多港に面する

福岡県内最大の造船所

設立は１９４７年１１月（昭和２２年）。

今年、設立六十二年目を迎える当

社（本社・福岡工場）は、福岡の海

の玄関口である博多港に面してお

り、福岡市の中心部に位置してい

ます。

以前は「漁船」を中心とした建

造を行っていましたが、徐々に付

加価値の高い「商船」へと転換し、

現在では中型「ケミカルタンカー」

専門の造船所としての地位を固め

てきました。２００４年３月（平成１６

年）には、長崎の長栄造船株式会

社の設備を譲り受け、当社の長崎

工場としてスタートしました。

かつては、本社・福岡工場のあ

る福岡市中央区港の周辺に４つほ

どあった造船所も、オイルショッ

クや造船不況を背景に、現在では

当社だけとなりました。生き残り

を掛けた中型「ケミカルタン

カー」への転換が、結果的にはほ

かの会社がやらないニッチな市場

に特化したことで、今では当社の

強みとなっています。

「ケミカルタンカー」

専門の造船所として、

技術力は世界トップ水準

近年の「海運市場」はＢＲＩＣｓ

をはじめとする新興国の成長を背

景に空前の造船ブームを迎えまし

た。しかし、昨年秋口からの世界

同時危機の発生により、足元の「海

運市場」は変調をきたしています。

当社の受注環境も例外ではありま

せんが、当面の受注は確保してお

り、お陰様で現在でも高い操業が

維持できています。

当社が建造している「ケミカル

タンカー」は、ナフサ、硫酸といっ

た油精製物や化学薬品を専門に運

ぶ専用船であり、特に中国での石

油精製品の取扱いの増加を追い風

として、今後も需要は伸びていく

と期待しています。しかし、「ケ

ミカルタンカー」の建造は他の商

船とは違い、さびにくいステンレ

スを多く使用することから、建造

にはより高度な技術が必要とされ

ています。特に、ステンレス部分

は、パイプや仕切りなど細かな設

備を取り付ける溶接箇所が多く、

またステンレスは熱からの影響を

受け易い特質を持つため、溶接に

は高い技術力が必要とされていま

す。また最近では、鋼材やステン

レスなどの価格変動も大きいこと

から、「ケミカルタンカー」の建

造には高い技術力に加え、資材調

達や原価の調整においても経営努

力が必要な要素となっています。

技術力の背景には

熟練工の“匠の技”

高い技術力を要する「ケミカル

タンカー」の建造は、ステンレス

の溶接技術だけではありません。

様々な場面で、熟練した技術が不

可欠となっています。船は複雑な

曲面で構成されていますので、材

料の鋼板やステンレス板など、平

面体を曲面や立体に曲げていく作

業が必要となります。厚さ２０�前
後もある鋼板の強度を失わない様

に、何度もプレス機で押し曲げた

り、ガスバーナーで表面を熱した

り、水で冷やしたりして曲げ型に

合うように少しずつ丁寧に曲げて

行きます。

特に外板の滑らかな曲面を熱加

工によって曲げる作業は、大部分

が職人による手作業で行われてお

り、職人の長年の経験とカンが頼

りになる“匠の技”と言えます。

福岡造船 株式会社
代表取締役社長

田中 敬二氏
■設 立：１９４７年１１月
■所 在 地：（本社・福岡工場） 福岡市中央区港３‐３‐１４

（長 崎 工 場） 長崎市深堀町１‐１‐４
（東 京 事 務 所） 東京都中央区京橋３‐９‐２ 宝国ビル６Ｆ

■資 本 金：９６百万円
■従 業 員：約８００名（社員・協力会社員を併せて）
■事業内容：船舶の新造
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この作業は機械化することが難し

く、作業ができる従業員は、社内

でも十人にも満たない人数によっ

て支えられています。“一人前に

なるまでは最低でも十年はかか

る”と言われる作業であり、まさに

“巧みの技”が支えているのです。

先達から受け継いだ技術を伝承

すべく、日々人材の育成を行って

います。

高付加価値船に特化、

新たな課題にチャレンジ

造船業界は景気の波が大きく、

平成に入ってからの国内の景気は

戦後最悪の不況に見舞われ、重厚

長大産業としての造船業界もまた、

大きな痛手を被っていました。し

かし、中国をはじめとするアジア

経済の発展を迎え、当社が長年

培った技術力・開発力を活かし、

高付加価値船を多く手がけたこと

によって、世界的な造船不況から

いち早く脱出することができまし

た。

現在では、福岡工場と長崎工場

を併せ、年間に約１０隻のペース

で新造船を進水させています。多

くの方々に進水の場面をご覧いた

だけるよう、地域の皆様にも開放

した「進水式」を行っています。

地道な建造作業の集大成として

の「進水式」は何度見てもいいも

のです。華やかな「進水式」の影

には、たくさんの従業員の想いが

詰まっており、夢と希望を載せた

新船の門出に相応しいセレモニー

として最高の瞬間になっています。

これから先も技術力向上に努め、

また、世界の経済動向を多角的に

見つめることによって、新たな課

題に果敢にチャレンジし、世界の

発展に寄与する所存でいます。当

社の羅針盤はいつも進むべき航路

を指していけるよう、日々努力を

続けています。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

変化の激しい造船業界の中で、

当社が長年にわたり続けてきた

“経営努力”は、今日の安定し

た業績に受け継がれているもの

とお察しいたします。従業員の

皆様方の“知恵”と“技術”が

詰った当社の「ケミカルタン

カー」は、国内はもとより世界

各国で、高い評価を受けていま

す。これからも、確かな技術力

を持つ当社が、世界でのプレゼ

ンスを更に高めていくことを期

待いたします。

本社・福岡工場 工場視察 進水式を迎えるケミカルタンカー

新設の塗装工場 進水式前の工場視察 進水風景
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船舶電気艤装技術をベースとした

実績で信頼を確立

当社は、父である松石茂が、三

菱重工業株式会社長崎造船所の協

力会社として、１９５９年（昭和３４年）

に設立しました。今年、設立５０周

年を迎えることができました。こ

れもひとえに三菱重工業株式会社

をはじめ、お世話になった皆様方

のお陰と感謝しています。

当初は新造船や修繕船などの船

舶電気艤装部門を請け負い、電路

の配線取付や結線テスト調整のほ

か電気パネルの取り付け工事など

を行っていました。また、造船所

内での作業に必要な電気や照明灯、

エアー設備などの架設工事や、整

備、保守点検も行うようになりま

した。

その後、事業拡大などに伴い

１９８１年（昭和５６年）に長崎市神ノ島

町に本社工場を建設した後、様々

な事業実績を積み重ねていくなか

で、三菱重工業での太陽光発電の

研究開発にも携わって行きました。

こうして、現在では、「太陽電

池発電事業部」、「太陽電池部」、「特

機部」、「造船部」の４つの事業部

で運営を行っています。

三菱重工業での量産化とともに

次世代太陽電池パネルの組立・

生産を開始

三菱重工業株式会社長崎造船所

が次世代太陽電池の量産を開始す

るとともに、当社は２０００年（平成

１２年）に生産段階から人を派遣し、

太陽電池パネルの組立・生産を始

めました。２００８年には業容拡大

に対応するため、パネル組立用の

ソーラテック工場を諫早市に取得

し、現在は、太陽電池パネルの組

立・保管に加えて、更に太陽電池

の発電設備の設計、施工、関連資

材・機材の販売までを行っていま

す。この事業に大きく関わり参画

できるようになったのは、三菱重

工業の要請に応えて当社が早い段

階から太陽光発電の開発に携わっ

てきたことなどが、決め手となっ

たと感じています。

発電設備の設置工事においても

既に多くの実績を重ねており、三

菱重工業諫早太陽電池パネル工場

の屋根への、「微結晶タンデム型」

太陽電池（５００ＫＷ・８００ＫＷ）設

置は九州でも最大規模であり、当

社の施工技術の高さが証明された

ものと自負しています。

今後のソーラテック工場での更

なる生産増加に備え、同工場の改

築にも着手しました。また、パネ

ルガラスなどの新たな加工分野に

ついても引き合いがきている状況

にあり、さらに独自技術とノウハ

ウを磨き、より総合的な生産協力

会社、ビジネスパートナーとして

の期待に、しっかりと応えていき

たいと考えています。

“ソーラ・テクノロジー分野”で

新たな事業開拓を目指す

当社がこれまで企業として存続

松石電設工業 株式会社
代表取締役

松石 六雄氏
■設 立：１９５９年１２月
■所 在 地：（本 社） 長崎市神ノ島町１丁目３５８

（ソーラテック工場） 諫早市津久葉町６‐１３
■資 本 金：２０百万円
■従 業 員：１０７名
■事業内容：太陽電池パネルの組立・設置、太陽光発電システム

精密機器分解組立工事、架設整備工事、船舶電気艤装工事
電気計装工事
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してこられたのは、創業当初から

の造船部門の“歴史と実績”、そ

して防衛関連機器などで創り上げ

ることができた“信頼と安定”に

よるものです。

これからは、これら２つの事業

分野を更に維持・発展させつつ、

太陽光発電分野を“太陽熱”も含

めた“ソーラ・テクノロジー”分

野として位置付け、積極的に取り

組んで参ります。新しい事業分野

を開拓する上では、従来からの営

業努力に加えて、新たな営業構造

づくりや新規事業の進出等を模索

する必要があります。そのために、

「新規事業や商材開発のための調

査・研究機能」や、「新たな提携

先、事業パートナーに対する営業

開発機能」の強化に向けた体制づ

くりや人材育成に取り組み、真に

創造的で自立した企業を目指して

参ります。

事業領域は広がっても

松石電設の“文化”は変わらない

会社創立当初からある「造船

部」に、「特機部」や「太陽電池

部」、「太陽電池発電事業部」が加

わり、事業領域は大きく広がりま

した。各事業によって目指すべき

姿や形は当然違ってきますが、当

社では従来から「環境の変化に適

応し、常に前向きの発想を持つ」、

「自ら企画し、率先して行動を起

こす」、「誠実を旨とし、感謝と調

和を重んじる」の３つを社訓と定

め、行動規範としてきました。社

訓として掲げてきたこれらの行動

規範を当社共通の“文化”として

再認識し、変わらぬ姿勢で今後も

これを継承し、実践していきたい

と考えます。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

船舶の電気艤装で培われた技

術をベースに防衛機器関連分野

へ進出され、これまで築かれて

きた信頼関係や実績により、太

陽電池というこれからの時代を

リードする分野への参入を果た

されました。まさに、社訓であ

る「環境の変化に適応し、常に

前向きの発想を持つ」を実践し

てこられたことがわかります。

太陽光発電は重要な新エネル

ギーの一つとして、世界的に最

も期待されている分野であり、

これからのさらなるご発展を期

待しています。

長崎市木鉢に設置された微結晶タ
ンデム型太陽電池（８KW）

ソーラパネル組立作業

三菱重工諫早太陽電池工場の屋根に設置された太陽電池（５００KW・８００KW） 組立て中のソーラパネル ソーラテック工場の前で、左から
鬼木頭取、松石社長、宮崎支店長
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福岡県における自動車産業への参入支援の取組み
～「自動車産業参入アドバイザー」事業～

図３ 自動車産業参入支援室の構成

財団法人福岡県中小企業振興センター
所在地：福岡市博多区吉塚本町９番１５号
代表者：高木 郁夫 理事長
ＵＲＬ：http://www.joho-fukuoka.or.jp
自動車産業参入支援室

牧園 泰幸 室長
蜷川 雅己 課長

アドバイザー：総括 藤田 憲一 氏（トヨタ九州 理事）
堀口 侃 氏（ダイハツ九州）
大久保重之 氏（日産自動車出身）
清原 康男 氏（住友３Ｍ出身）
平山 幸信 氏（日産自動車）
西川 幸廣 氏（豊田合成出身）
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図１ 九州の自動車生産能力・実績推移

（出所）九州経済産業局

２．事業の概要
福岡県では、「北部九州自動車１５０万台生産拠

点推進構想」を掲げ、自動車産業振興の企画部
門である「自動車産業振興室」を商工部内に設
けています。
また、県が８５％出資（他に福岡市、北九州市

等が出資）する公益法人「財団法人福岡県中小
企業振興センター」に設置された、「自動車産
業参入支援室」が商談会開催など諸施策の運営
を行います。ここに自動車メーカーの現役役職
員・ＯＢ６名が在籍し、自動車業界の専門家（自
動車産業参入アドバイザー）として地元企業の
参入支援活動を幅広く展開しています。

３．全国に先駆けた取組み
福岡県の自動車産業振興施策は、本州の関連

企業誘致からモーターショーの開催、産学官連
携による人材育成など多岐に亘ります（図４）。
その中で全国に先駆けた取組みとして注目され

はじめに
地域の産業振興を図るために、国や自治体で

は様々な地元企業支援の取組みが行われていま
す。そのなかでも、福岡県の「自動車産業参入
アドバイザー」事業は、地元製造業者への徹底
した生産工程改善指導に始まり、自動車部品
メーカーへの橋渡しまでを継続的に支援すると
いう、全国に先駆けた画期的な取組みとして注
目されています。本稿では、創設３年目を迎え、
着実な成果を挙げている「自動車産業参入アド
バイザー」の取組みをご紹介します。

１．取組みの背景
九州は完成車メーカー３社（日産自動車九州

工場、トヨタ自動車九州、ダイハツ九州）、お
よび多数の有力部品メーカーの進出により生産
能力１５０万台超を誇る国内有数の自動車産業集
積地となりました（図１）。

ところが、他の自動車先進地と比較すると、
九州の域内部品調達率は低位に止まります（図
２）。九州がコスト競争力を高め、域内生産増
加を図るには、産業のすそ野を拡大することが
必要です。しかし、地元企業が新たに自動車産
業へ参入することは容易ではありません。

地域経済調査

図４ 福岡県の「北部九州自動車１５０万台生産拠点推進構想

北部九州自動車１５０万台生産拠点推進会議
設 立：２００３年２月
代表者：麻生 渡 福岡県知事
ＵＲＬ：http://www.pref.fukuoka.lg.jp/

d０１/１５０００００car-project.html
諸施策
■企業誘致の強化
■高齢者にやさしい自動車開発の推進
■福岡モーターショーの開催
■産業インフラの整備
■地場企業の参入支援
�人材育成の強化
�技術支援の強化
�取引拡大の強化
●自動車産業参入アドバイザーによる支援
・部品集積促進会の開催 ～講習・事例発表他
・商談会の開催 ～逆見本市・展示商談会運営
・部品・技術情報の発信 ～ウェブサイト運営
・自動車産業振興資金 ～事業資金の融資制度

図２ 地域別自動車生産台数・部品調達率（推計）

（出所）九州経済産業局（生産台数：２００７年度）
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中国でも徹底される「２Ｓ・１Ｙ」

中国の日系部品工場での視察風景

ているのが「取引拡大の強化」事業です。
この事業の最大の特徴は、アドバイザーによ

る「徹底した現場改善指導」と「取引実現まで
の支援」の２点にあるといえます。

� 徹底した現場改善指導

第一の特徴である「徹底した現場改善指導」
とは、まず製造業としての基盤づくりから取組
むという、長期的な視点での徹底指導です。自
動車業界に精通したアドバイザーが各企業のレ
ベルに応じて、基本的な「２Ｓ・１Ｙ」（整理・整
頓＋床置きなし）などの徹底から着手します。
「共に軍手を汚して頑張ろう」との言葉どおり、
アドバイザーが自ら製造現場に入り、各企業の
役職員とともに汗を流す中で、直接指導が行わ
れます。

指導頻度は企業毎に異なりますが、週１回の
訪問指導を、制度開始から受け続けて３年目に
入った企業も少なくありません。ここに座学で
の研修や、各企業の自発的な改善活動が加わる
ことで、経営陣から製造現場の作業員まで「も
のづくり」の基本が体得できます。
ここからさらに「活動の高質化」を実現する

ための改善指導が継続され、自動車関連の新規
受注に向けたレベルアップが図られます。
有償のコンサルタントを用いて、現場指導を

数回程度行うような方法では、指導の効果が一
過性で終わりがちだとの声も聞かれます。この
ような長期に亘る支援活動が、福岡県のバック
アップにより無償で受けられることは、指導効
果の定着と費用負担の両面において、地元企業
の大きなメリットだといえます。
こうした活動の一環として、２００８年１１月には

アドバイザー支援企業２０社を帯同した海外視察

（中国・広州）が行われました。
視察参加企業は現地の日系企業と民族系企業

の製造現場を視察し、自動車製造拠点として急
速に成長する中国の現状を知るとともに、「も
のづくり」の基本体得に努める現地企業の取組
みから、自社の課題を再認識したようです。翌
０９年１月と２月には、視察参加企業を中心とし
た２回にわたる勉強会が開催され、基本の徹底
とその推進方法、改善活動のマネジメント等に
ついて理解を深めています。

� 取引実現までの支援

第二の特徴である「取引実現までの支援」と
は、地元企業と自動車部品メーカーとの橋渡し
を意味しますが、これは単にアドバイザーを頼
りにした企業紹介を意味するものではありませ
ん。新規受注獲得に必要な「セールス力の向上」
を地元企業が体得するための支援となっていま
す。
具体的には、自社のセールスポイント・特徴

を１枚の資料に過不足なくまとめ、新製法や新
規商品についてプレゼンテーションを行う力を
身に付ける活動や、自社の工程が管理されてい
る状態を発注元企業にいつでも案内できるよう、
「現場が最後のショールーム」という運営形態
をつくり上げる活動などです。こうして「自社
の強み・特徴」を、何度も試行錯誤を重ねてま
とめるプロセスを通じて、「ものづくり企業」
としての社内風土が醸成され、工程改善の意識
高揚にもつながります。
さらに、地元企業の取組成果の対外発表や、

新規受注獲得の機会を提供するため、数々の講
習会や展示商談会などを定期的に開催していま
す（図５）。
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図５ 商談会等の開催実績・予定

運営：財団法人福岡県中小企業振興センター 他
２００８年度

■自動車産業参入促進会（４／２２）
一次部品メーカー、地場参入企業による講習会

■九州自動車部品取引商談会（１０／２３～２５）
一次部品メーカーによる調達部品の逆見本市

■中国経済事情研修視察（１１／１６～２０）
地場企業による中国自動車産業の現状視察

■九州自動車関連技術展示商談会（２／５～６）
中部地区での地場企業による展示商談会

２００９年度
■自動車部品集積促進会（５／２６）
一次部品メーカー、地場参入企業による講習会

■九州自動車部品取引商談会（１０／１５～１６）
一次部品メーカーによる調達部品の逆見本市

■九州自動車関連技術展示商談会（２／９～１０）
近畿地区での地場企業による展示商談会

２００７年から３年間に亘り開催された中部地区
での展示商談会には、毎回６０社程度が九州各県
から参加し、大手部品メーカーの本拠地におい
て自社の製品や技術力をアピールする機会が提
供されました。
この展示商談会は、福岡県のアドバイザーが

橋渡し役となり、九州７県が一丸となって取組
んでいることが特徴です。先例のない画期的な
取組みとして評価され、中国地区など他地域で
も追随する動きが広がっています。

� 「基盤づくり」の粘り強い活動
このような取組みの特徴を言い換えるならば、

「長期的視点に立った『ヒト』への支援」とい
えるでしょう。『モノ』や『カネ』、つまり製造
設備や借入金の力によって拙速に新規受注を狙
うという姿勢ではなく、基本となる考え方や取
組み方を企業に浸透させていくことで、経営陣
から現場管理者、作業員までの『ヒト』が「も
のづくり」を体得することを支援しています。
昨年、世界を襲ったリーマンショックのよう

な急激な経営環境の変化の際には、過大な製造
設備や借入金が企業経営を圧迫しますが、『ヒ
ト』に浸透した「ものづくり」の基本は、省人
化やコスト低減という応用力として発揮される
ことで、企業を支える力となります。
また、新規受注を狙う際には、提案を裏付け

る品質管理能力やコスト低減力となります。
こうした「基盤づくり」の粘り強い活動は３

年目を迎え、着実に成果を挙げています。

４．着実な取組みの成果
０７年４月に自動車産業参入アドバイザーが活
動を開始してから、指導した企業は延べ１０９社
に上ります。そのうち自動車関連の受注実績が
ない企業（７２社）から新規受注７社、受注見込み
１６社（０９年４月現在）など、３割を超す企業が新
規参入を果たす見込みです。
昨年後半からの自動車大幅減産という厳しい

受注環境の中で、着実な成果を残しています。
また、既に自動車関連の受注実績がある企業

（３７社）や技術力・工場運営良好と認められた企
業（２１社）においても、九州の完成車・部品メー
カーの受注環境が回復基調にあることから、今
後の受注増加が期待されています。

５．企業支援の現場から
次に、１０月１５日�～１７日�にマリンメッセ福

岡で開催された「モノづくりフェア２００９」（主
催：日刊工業新聞社）における企業支援の取組
みをご紹介します。
「モノづくりフェア」は今年２４回目を迎えた
九州最大規模の製造業展示商談会であり、出展
者は１９０団体、２６５ブースに上ります。
その中に「九州自動車生産推進コーナー」と

して、自動車産業参入アドバイザーの相談コー
ナーや九州各県の自動車産業振興団体、および
地元企業の部品展示など３５件のブースを開設し、
幅広く情報発信が行われました。
さらに、財団法人福岡県中小企業振興セン

ターが運営した併催の商談会（図６）では、地元
企業１２２社が商談機会を得ました。
また、アドバイザー指導企業の１６社が、自社

の改善活動の成果について２日間に亘ってプレ

地域経済調査

アドバイザー支援企業の共同展示ブース
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図８ 「九州自動車関連技術展示商談会」の概要

九州自動車関連技術展示商談会
開催概要
日 時：２０１０年２月９日�～１０日�
会 場：ダイハツ工業株式会社 本社（大阪府池田市）
対 象：同業他社に比べ技術力・提案力において新規

性・優位性を有する企業
内 容：ダイハツ工業および関連企業に向けた、軽自

動車に特化した提案内容に限る
募 集：３０社程度（申込数に達し次第、締切り）
申込先：財団法人福岡県中小企業振興センター

ゼンテーションを行いました（図７）。
いずれも自社の工程改善に関するテーマを掲

げていますが、「自動車」以外の新規受注や、
改善活動そのものをテーマにしたものも多く見
受けられます。自動車関連の新規受注という成
果に止まらず、自社の製造工程のレベルアップ
という成果を得た各社の取組みは、今後の受注
拡大の可能性をさらに高めると同時に、地元企
業の「ものづくりの基盤づくり」「活動の高質
化」を支援してきたアドバイザー活動の成果の
ひとつだといえるのではないでしょうか。

６．今後の展望
２００８年の九州の自動車生産は、昨年後半の北
米市場の低迷や国内市場の不振を受け、３年振
りに１００万台を下回るなど大幅減産を余儀なく
されました。しかし、在庫調整が一巡した現在、
九州各社の生産水準は回復基調にあります。そ
のような状況にあって、国内メーカーの最新工場
が集積する九州では、ハイブリッド専用車や軽
エコカーなどの新型車や最量販ミニバンの移管
など、有力車種の生産が次々と発表されており、
生産拠点としての地位は一段と向上しています。
その一方で、為替変動による国内メーカーの

収益悪化等から、部品調達におけるコスト低減要
求は厳格化しています。中国など拡大市場での現
地生産化が進んでおり、今後は海外の部品メーカー
との受注競争が激化することが予想されます。
しかし、福岡県では自動車産業参入アドバイ

ザーが地元企業を先導して、競争相手となる中
国現地企業の視察を行うなど、「アジアの原価
に勝つ」（アジアの低廉な価格と勝負する）ため
の意識付けを行っています。
また、中部地区で３年間実施した展示商談会

を、今年度は近畿地区での開催に切替え、軽自
動車メーカーとの商談機会を提供するなど、
メーカー各社の調達方針厳格化というピンチを、
新規提案のチャンスと捉えた積極的なアプロー
チを支援しています（図８）。

このように、地元企業の基盤づくりを推進し
ながら、同時に積極的な取組みを展開する福岡
県の「自動車産業参入アドバイザー」事業は、
北海道の視察団来訪や、東北地区からの講演要
請など、地元企業の支援事業として全国的に注
目を集める取組みです。
今後も、九州自動車産業のすそ野拡大に向け

た継続的な活動が強く期待されています。
（今村 光男）

図６ 「モノづくりフェア２００９」での取組み概要

モノづくりフェア２００９
自動車産業関連の取組み
■「九州自動車生産推進コーナー」設置
地元企業や九州の自動車産業振興団体等が計３５ブー
スを出展。福岡県が「自動車産業参入アドバイザー」
への相談ブースを開設。

■アドバイザー支援企業によるプレゼンテーション実施
指導企業１６社による、自社取組み事例の発表会を実
施。１社３０分、延べ８時間にわたり、各社の課題解
決方法や改善成果を発表。

■「九州自動車部品取引商談会」開催
前述の「１５０万台生産拠点推進会議」と九州自動車
産業振興連携会議による開催。
一次部品メーカー２３社による、調達部品の逆見本市、
および地元企業計１２２社との個別商談会（１社あた
り３０分間）を開催。

図７ アドバイザー支援企業による成果発表

プレゼンテーションの概要（一部掲載）
企業名・「テーマ」
株式会社九州電化

「新規受注 量産電気部品の不良撲滅！」
株式会社皿山技型

「全員参加による徹底した２Ｓ・１Ｙ活動」
有限会社井上興産

「工程内物流の改善による在庫削減」

有限会社瓜生設備工業と堀口アドバイザー
（左）のプレゼン

TV局の取材を受ける藤田総括アドバイザー（右）
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中小企業による市場の創造と開拓
～「２００９年版中小企業白書」より～

はじめに

今年発刊された「２００９年版中小企業白書」で

は、中小企業の業況が一段と悪化し厳しい状況

となった２００８年度の動向とともに、この状況を

乗り越えていくための視点としてイノベーショ

ンと人材の確保を採り上げ分析を行っています。

白書は第１章「２００８年度における中小企業を

巡る経済金融情勢」、第２章「中小企業による

市場の創造と開拓」、第３章「中小企業の雇用

動向と人材の確保・育成」、結び「イノベーショ

ンと人材で活路を開く」で構成されています。

このレポートでは第２章において展開されてい

る、「中小企業のイノベーション」と「中小企

業の市場戦略」について、ポイントをピックアッ

プして紹介します。

中小企業のイノベーション

自らの事業の進歩を実現するイノベーション

「イノベーション」とは、広く「革新」を意

味する概念で、一般に企業が新たな製品を開発

したり、生産工程を改善するなどの「技術革新」

だけにとどまらず、新しい販路を開拓したり、

新しい組織形態を導入することなども含みます。

中小企業にとってのイノベーションは研究開発

活動だけでなく、アイディアのひらめきをきっ

かけとした新たな製品・サービスの開発、創意

工夫など、自らの事業の進歩を実現することも

広く含んでいます。

研究開発活動が営業利益率向上に寄与

イノベーションを実現するための重要な取組

みの一つが「研究開発活動」です。中小企業の

研究開発費の売上高比率は、景気後退局面にお

いても概ね横ばいで推移し、足下の業況だけに

とらわれず、将来にわたって競争力を維持・向

上させていくための研究開発活動に取り組んで

います。

中小企業の研究開発活動が、実際に利益率の

向上に寄与しているのかをみたのが図１で、研

究開発費が売上高に占める割合が２．５％以上、

０％超２．５％未満、０％であった同一の中小企

業のグループでの、売上高営業利益率の推移を

示しています。研究開発費の売上高比率が高い

グループほど、営業利益率も高い水準で推移し

ており、中小企業の研究開発活動が営業利益率

向上のために重要であることを示唆しています。

経営情報

図１ 売上高に占める研究開発費の割合別
（中小製造業）にみた営業利益率の推移

図２ 売上高に占める新製品の割合と売上高の傾向

（資料）三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング�
「企業の創意工夫や研究開発等によるイノベーションに関する実態調査」
（２００８年１２月）

（出所）中小企業庁「２００９年版中小企業白書」

（資料）経済産業省「企業活動基本調査」再編加工
（出所）中小企業庁「２００９年版中小企業白書」
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売上の維持・拡大には新たな製品・サービスの

創出が不可欠

図２は、中小企業の売上高に占める新製品の

割合と、直近３年間の売上高の増減との関係を

示したものです。この資料からは、新製品の売

上の割合が一定程度高い企業の方が、増収と

なっている傾向が見てとれます。

総需要が減少し、企業間の生き残り競争が一

層熾烈になると考えられる状況の下で、中小企

業が売上の維持・拡大を図っていくためには、

研究開発活動等のイノベーションを通じて競争

力のある製品・サービスを生み出していくこと

が不可欠と考えられます。

「売れる商品作り」のための市場戦略

ヒット商品の開発に成功した中小企業の取組み

中小企業が販路を開拓していくためには、市

場のニーズを把握するための「モノ作りとサー

ビスの融合」のほか、「農商工連携」、「ＩＴの

活用による顧客獲得」、「海外市場の開拓」等に

取組むことが必要です。そして、最も重要なこ

とは、把握した顧客ニーズをどのように活かし、

「売れる商品」を作っていくかです。ヒット商

品の開発に成功した中小企業の特徴を分析する

と、以下のような取組みを行っています。

・「モノ作りとサービスの融合」により顧客ニー

ズを把握している

・国内・海外を問わず多数の新規販売先を有し

ている

・新たな商品や技術の開発に当たり、外部と連

携し外部資源を有効に活用している

・「マス市場」よりも「ニッチ市場」を重視し

ている

業種の枠にとらわれない「モノ作りとサービス

の融合」

「モノ作りとサービスの融合」には、二つの

展開があります。一つはモノ作りをしている企

業が、顧客ニーズの把握のために自らアフター

サービス、メンテナンスサービスを始めとした

関連サービスを開始する川下展開。もう一つは、

卸売業・小売業・サービス業を営む企業が、普

段顧客と接触している中で把握したニーズを踏

まえ、それに対応したモノ作りを自ら開始する

川上展開です。このように、中小企業は従来の

業種の枠にとらわれることなく、モノ作りと

サービスの融合を通じ、新たな商品や技術の開

発に挑戦しています。

大企業と中小企業それぞれにおける、製造業

からサービス分野、非製造業からモノ作り分野

への参入状況をみると（図３）、製造業のサービ

ス分野への参入は大企業の方が進んでいる一方

で、非製造業のモノ作り分野への参入は、中小

企業の方が進んでいる傾向にあります。

ヒット商品作りに向けた差別化

中小企業が新たな商品や技術を開発するのに

当たっては、他社との差別化を図ることが重要

です。ヒット商品を生み出している企業は、「儲

ける仕組み（ビジネスモデル）」、「ブランド力」、

「企画提案力」といった点を差別化の要素とし

ています。技術力だけでは同業他社との差別化

の決め手とすることは難しく、これらの要素を

差別化の要素に加えられるかどうかが鍵を握っ

ているといえます。 （島浦 誠）

図３ モノ作りとサービスの融合の状況

（資料）三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング�
「市場攻略と知的財産戦略にかかるアンケート調査」（２００８年１２月）

（出所）中小企業庁「２００９年版中小企業白書」
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（図１）パルスレーザーデポジション（ＰＬＤ）法
ターゲットと呼ばれる薄膜のもとに高エネルギーのレーザを当てる
と、固体が瞬時に気体になりさらに電離して図のようなプラズマと
なります。これを利用して薄膜を作ります。

（図２）エレクトロクロミック薄膜
特殊な基板（エレクトロクロミック薄膜）に電気を通すと、今まで透
明であった基板が、一瞬にして薄青色に変化します。電気を遮断して
も、しばらくは薄青色のままです。
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未来の光“プラズマ”が拓く最先端技術
かわさきひろはる

佐世保工業高等専門学校 電気電子工学科 川崎仁晴 教授
大型ディスプレイの普及で有名になった“プラズマ”は、元々、ほぼ同数の
高密度な正イオンと電子（負イオン）が、安定して存在している高活性状態の
ことで、自然界では、雷やオーロラなど特徴的な光を伴う現象として知られ
ています。この“プラズマ”は、核融合発電や太陽光発電などのエネルギー
分野や、ＬＳＩ等の超微細加工、環境浄化などに利用されてきており、最近
では最先端材料であるカーボンナノチューブや医療器具の滅菌などへ応用さ
れており、最先端技術への活用が期待されています。

先生の自己紹介をお願いします！

先生 佐世保工業高等専門学校・電気電子工学科
でプラズマを用いた新機能性薄膜の作製や環境浄
化に関する研究を行っています。工業高等専門学
校は、高校３年間と短大２年間を併せた工学系の
学校です。大学生よりさらに若く、アグレッシブ
な学生たちに刺激を受けながら、日夜、研究に励
んでいます。

どんな技術ですか？

先生 様々な方法を使ってプラズマの挙動やその
発生を制御し、新しい機能性材料やプラズマ応用
方法を検討しています。例えば、パルスレーザー
をターゲットに照射して機能性薄膜を作製するパ
ルスレーザーデポジション（ＰＬＤ）法（図１）は、
結晶性がよい薄膜を比較的容易に作製できる方法
として知られていますが、制御性が低いという欠
点がありました。我々は、オーロラの動きを応用
し、磁界を用いた方法でこの問題を解決し、大面
積で均一な薄膜の作製に成功しました。

また酸化力の強いオゾンガスに対し、プラズマ
を利用して酸化を促進・制御し、電子ペーパーと
して期待されるエレクトロクロミック薄膜の高性
能化を行っています（図２）。この方法は、基板加

熱のできないＰＥＴ（ペットボトルのような材料）
等のいわゆるフレキシブル基板上に高品位な酸化
物薄膜を作製する方法として注目されています。
この他、極低温溶液（超流動液体ヘリウム）の中
でＰＬＤを行い、新しい特性を持つカーボンナノ
チューブの創製にも挑戦しています。

新しい分野への応用はありますか？

先生 一方、最近では新しいプラズマの応用とし
て、その強い反応性を利用し、殺菌や環境浄化な
ども行っています。例えば、これまでは毒性のあ
るガスや高温高圧といった特殊な環境の下で行
なっていた医療器具の殺菌にプラズマを利用し、
熱に弱い器具でも短時間に効率よく殺菌する研究
に取り組みました。また光触媒や水中放電を利用
して、下水の浄化にも挑戦しています。

企業の皆様へ一言！

先生 これまでにもいくつかの企業との共同研究
に取組んできました。プラズマは様々な応用が期
待できますので、何かお困りの方は、お気軽にご
相談ください。

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉 ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第９回）
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REPORT 大連での日本酒の販売事情
はじめに

大連は、中国東北地域において最大の工業生

産高を誇る工業都市であるとともに、港湾・航

空貨物のハブ基地でもあります。

外国企業の進出が進んだ結果、外国人、とり

わけ日本人が多いことは大連の特徴の一つです。

実際に大連に住んでみると、「道を歩けば日本

人にぶつかる」といった具合で、その状況を実

感することができます。

今回のレポートでは、ここ大連で多くの中国

人からも支持を得ている日本の食文化である、

「日本酒」にスポットをあて、そのマーケット

について紹介します。

１．日本酒の販売状況

表１は、日本における清酒の輸出量と対中国

への輸出実績です。ここ数年は前年対比で増加

を続けており、２００８年の総輸出量は１万２，１５１

キロリットルとなっています（０４年対比約３８％

増）。

この背景としては、米国を始め、世界各国で

健康ブームが起き、日本食レストランが増加し

たことなどから、日本食と相性の良い日本酒の

需要が高まっていることが考えられます。また、

焼酎やビール類に押されて日本酒の国内消費が

減少を続ける中、酒造会社が海外を有望市場と

して現地生産を進めるなど生き残りをかけて販

売拡大に懸命であるという実態もあるようです。

輸出先の国・地域別シェア（０８年）はトップが

米国の３２％で、次いで台湾、韓国、香港の順と

なっています（図１）。

対中国輸出について、絶対的な数量ではまだ

多いとは言えないものの、ここ５年で約２倍（０４

年の２４０ｋｌ→０８年の４８２ｋｌ）と急激な伸びを見

海外リポート

表１ 日本の清酒の輸出実績
（単位：ｋｌ）

２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年

総輸出量 ８，７９６ ９，５３７ １０，２６９ １１，３３４ １２，１５１

対中国 ２４０ ２６２ ４２６ ４６８ ４８２
（出所）財務省「貿易統計」

図１ 清酒の輸出相手国（０８年）

（出所）財務省「貿易統計」

大連市内の日本料理店 日本料理店の店内の様子
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せており、今後もマーケット拡大が展望できる

状況です。

＜日本料理店の様子＞

では、日本文化が身近なここ大連では、実際

に日本酒はどのように消費されているのでしょ

うか。

大連市街には、日本料理店が２００店程度立地

していると言われており、実際に現地を歩いて

みても、頻繁に日本料理店の看板が目に入って

きます。

客層は、現地に駐在する日本人だけでなく、

日系企業に勤めている中国人や日本に留学や仕

事で渡航経験を持つ中国人などです。

各店舗では、寿司・刺身・惣菜などの日本料

理とともに、日本酒・焼酎などのアルコール類

を５種類程度常備しています。

日本酒には、中国で製造されている中国産と、

日本からの輸入品との２つの種類があります。

飲食店での一合の価格は、中国産のものが２０

元～３０元（約２８０円～４２０円）程度、日本から輸入

したものは５０元～７０元（約７００円～９８０円）程度と、

日本産の方が２～３倍高い価格で提供されてい

ます。

実際に飲み比べてみると、中国で作られた日

本酒と日本から輸入された日本酒の味の違いは、

はっきりとしています。

実際、中国人客が全体の４割を占める、ある

日本料理店の経営者からのヒアリングによると、

・中国人だけのグループで来店される方も日本

酒を注文している

・売れ筋は日本メーカーが中国で生産した日本

酒の熱燗で、刺身などと一緒に注文するケー

スが多い

とのことです。

中国人にも日本酒を嗜好する層が徐々に広

がっている様子が窺えます。

＜中華料理店の様子＞

大連で日本酒を扱う店は、日本料理店だけで

はありません。多くの高級中華海鮮料理店を始

め、一部の焼き肉店などでも日本酒を扱ってい

ます。四合瓶で３５０元～１，０００元（約４，９００円～

１４，０００円）程度と、日本料理店と同等の価格で

提供されています。

東・西・南の三方が海に面する大連では、海

の幸が豊富であり、海鮮料理を食す機会が多い

ため、日本と同様に古くからウニ、ホタテ、ア

ワビ、マグロなどの刺身料理を食べる習慣があ

ります。そうした料理に近年、素材の味を引き

立てる日本酒を合わせる食文化が生まれている

のです。

ある５つ星ホテルでは、都度、顧客の要望に

応じ、日本から高級な日本酒を輸入しています。

海外リポート

日本料理店での品揃えの一例 中華料理と日本酒
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一回の宴席で、一升で４，０００元（約５６，０００円）の

「久保田 萬寿」や６，０００元（約８４，０００円）の「賀

茂鶴 双鶴」が数十本でることもあるそうです。

こうした現状について、大連を含む中国東北

地域で日本酒の代理店を経営する大連華湘商貿

有限公司（以下、大連華湘）周 富林総経理は、

日本酒市場の特徴について、次のように分析し

ています。

・大連で活躍する政財界の面々には留学やビジ

ネス等で訪日した経験豊富な中国人が多く、

日本酒の味を知っている人も沢山いるため、

大連に戻った後でも日本酒を飲みたい、ある

いは周りの人に日本酒を味わって欲しいと感

じている場合が多い

・中国の宴席でよく飲まれる白酒（バイジュウ）

は、アルコール濃度が高すぎる（白酒は５０度

前後であるのに対し、日本酒は１５度前後）

・ワインは最近需要が高まりつつあるが、香り

が強く、料理の生臭さを強めてしまうため、

大連でよく食される海鮮料理にはあまり合わ

ない

・日本酒はアルコール濃度がほどよく健康的な

イメージがあると共に、味の面でも海鮮料理

に良く合う

以上のような理由などから、日本酒が中国人

の味覚に受け入れられ、接待の場にも並ぶよう

になってきているのです。

２．販路開拓の際の留意点

中国で販売する場合には、日本での小売価格

以外に関税（清酒の場合は４２．３％）や輸送費、増

値税（日本の消費税に相当し基本税率１７％）など

様々なコストが販売価格に加算されます。した

がって、小売価格は日本の３倍前後になると考

えて良いでしょう。

輸出販売は、価格面を考えると高級品として

取り扱われることになりますので、必然的に中

間層～富裕層消費者向けを想定した商品選定・

販売戦略が必要になります。

また、日本から送った商品の荷受と物流の手

配、価格の設定、商品の販売促進、在庫管理な

ど、中国での営業活動にかかる手間を考慮すれ

ば、中国方のパートナー企業として代理店の確

保が不可欠です。

代理店との取引に関しては、大連華湘を例に

挙げると、月に平均２～３回程度、日本の酒造

メーカーと商談を実施しており、独自の仕入

ルートを確保しています。最終的には周総経理

自身が訪日し、酒造メーカーと面談の上で、取

引予定のお酒を実際に確認してから代理契約を

締結しています。なお、同社の場合、日本から

大連への輸送ルートは上海経由となっており、

日本から上海経由で大連に着くまでに５０日間前

後かかります。

最後に

大連をはじめとして、中国の東北地方では、

日本の食文化がかなり根付いています。しかし、

それほど市場開拓が進んでいない瀋陽、長春、

ハルピンなどの都市は、日本酒の参入の余地が

大きく残されており、次の有望なマーケットと

して期待できると思われます。

日本酒は、醸造方法が繊細で非常に難しく、

品質の維持も高い技術が必要です。日本の酒蔵

が蓄積してきたノウハウを武器に、日本産の日

本酒は、十分、中国市場で戦っていけるものと

思われます。

１４億人の人口を抱える中国の巨大マーケット

に近年起こっている「食文化の変化、多様化」

は、日本の食品関連企業全般にとって、大きな

チャンスになるものと考えられます。

今後、日本酒の消費が、いかに伸びていくか

注目していきたいと思います。

（北九州市大連事務所派遣出向 藤村 征明）
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中国から海外・域外へ輸出するケース�
中国国内5都市�

香港、マカオ、ＡＳＥＡＮ�

①試行企業�

②試行企業取引先� ③国外参加銀行�

④国内代理銀行�

⑤国内決済銀行�

人民元建て輸出�

送金指示�

輸入代金送金�

２００９年７月、中国人民銀行（中央銀行）は「ク
ロスボーダー貿易人民元決済試行管理弁法」
を公布しました。この公布により、人民元で
の国際貿易決済が試行的にスタートしました。
これまでのところ、同制度の利用は一部に

留まっていますが、今後、大きく広がる可能
性を持っており、その概要について説明します。

１．導入の背景
昨年後半の金融危機の影響で、国際決済通

貨である米ドル、ユーロの為替相場は不安定
となり、貿易決済を行う企業は大きな為替リ
スクに直面しました。また、中国とその周辺
国との貿易が急速に増加する中で、人民元を
建値とした決済を望む声が高まっていたこと
などが、今回の導入の背景にあります。

２．適用範囲
試行地域は、中国国内が上海市と広東省の

広州市、深�市、珠海市、東莞市で、中国国
外・域外は香港、マカオ、ＡＳＥＡＮ諸国に
限定されています。
また、試行地域の省レベルの人民政府が推

薦し、中国人民銀行による審査に通過した企
業のみに本制度は適用されます。

３．利用のメリット
本制度の利用メリットは主に以下の３点で

す。
�輸出入決済を行う際に外貨両替する必要
がなく、為替変動リスクを負わない。

�輸出入時の外貨照合が不要なため、輸出
入業務の手続き及びプロセスが簡素化さ
れる。

�増値税（付加価値税、日本で言う消費税）
還付の対象となる。また還付申請通貨と
還付通貨が同一であり、為替変動リスク
も回避できる。

４．利用する際の対応義務
今回は試験的な導入ということで、管理体

制は外貨管理に準じた厳しいものとなってお
り、以下の対応が義務付けられています。
�国際貿易人民元決済台帳の作成
�国際収支統計の申告
�その他の対応義務
・輸出代金の回収が２１０日を超える場合、
国内決済銀行へ報告し関連資料を提出

・輸出による人民元収入を国外に預ける場
合、国内決済銀行を通じて中国人民銀行
の所在地分支機構に報告

まとめ
現時点では試行企業数が少なく、決して人

民元決済が活発化しているとは言えませんし、
様子を見ている企業も数多く見受けられます。
しかし、この制度が浸透し、実例が増えてい
くことで、中国・香港間を中心に人民元決済
は広く普及していくと思われます。今後は、
人民元の国際的通貨価値を含め、その動向に
注目していきたいと思います。
（三井住友銀行（中国）有限公司トレーニー現 福岡銀行 黒崎支店 林田 紘一）

海外トピックス中国で人民元による
国際貿易決済が始動

�：中国人民銀行による審査に通過した
本取引導入企業

�：�の取引先企業
�：本決済の国外参加銀行
�：�の人民元決済代理業務を行う。同

時に�も兼ねることが可能。
�：試行地域内で国際決済業務能力を持

ち、�が人民元決済口座を開設し、
本取引による人民元決済サービスを
提供する銀行。

（出所）三井住友銀行（中国）有限公司などの資料をもとに作成
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九州の鉱工業生産動向
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（出所）九州経済産業局
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（出所）九州経済産業局

［基調判断］…………在庫調整が進展しており、持ち直しの動きがみられる

２００９年８月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、自動車や鉄鋼などの生産改善により、前

月比２．７％上昇し６ヵ月連続で前月実績を上回りました。九州地区の生産には全国を上回る勢いで持

ち直しの動きがみられます。

［業種別動向］…………輸送機械工業、鉄鋼業、一般機械工業などで上昇

鉱工業生産指数の前月比２．７％上昇について、業種別に寄与度を見ると、環境対応車への優遇制度

の効果で輸送機械工業が、また、新日本製鉄大分製鉄所の高炉再稼動をうけて鉄鋼業などが大きく寄

与しました。トータルでは全１７業種中１２業種でプラスとなりました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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福岡県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………生産活動で持ち直しの動きが継続

福岡県の景気は、厳しい情勢にあるものの、一部に回復の兆しが出てきています。

生産活動は、多くの業種で持ち直しの動きが見られ総合指数は５ヵ月連続で上昇しました。公共投

資も前年を上回っています。

しかしながら消費は依然として生活防衛意識が強く、大型小売店販売額は前年を下回っています。

また、住宅投資でも前年を下回りました。企業倒産も件数は減少したものの、負債総額は増加してい

ます。

［生産活動］……………総合指数は５ヵ月連続で上昇

７月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８１．４と、前月比１．４ポイント上

昇しました。

総合指数の上昇は５ヵ月連続となり、生産活動

は持ち直しているといえます。

主要業種では、鉄鋼は前月比１３．６％、化学は前

月比９．８％上昇しましたが、一般機械は前月比

１．７％減、輸送機械は前月比２．３％減少しました。

［大型小売店］……………百貨店は減少、スーパーは微増

百貨店では、クリアランスセールやギフトの解

体セールなどの催事効果により一部に動きがあっ

たものの、主力衣料品などが伸びず、前年同月比

７．５％減と大幅な減少となりました。

一方スーパーでは、消費者の節約志向が継続し、

商品単価が下落傾向にあるもののプライベートブ

ランド（ＰＢ＝自主企画）商品が堅調で、前年比

０．２％増加しました。

トータルでは前年比３．０％減の５３７億円となり、

依然、消費者の生活防衛意識は強いといえます。

福岡県経済動向
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［住宅建設］……………貸家・分譲の減少が著しく９ヵ月連続の前年割れ

８月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１９．２％減の７９８戸、貸家で同６０．６％減の８９５戸、分

譲で同８０．４％減の２４１戸となり、全体では同５６．９％

減の１，９３８戸となりました。

前年同月と比較すると貸家・分譲の着工が著し

く減少しています。所得環境の悪化で不動産購入

意欲が低下していることや、在庫処分を優先させ

る業者の動向が影響しているためと考えられます。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに増加

８月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比３２．５％増の９１４件、金額が同

２６．３％増の３８５億円と、件数、請負金額ともに前

年を上回りました。

九州地方整備局の港湾関係の大型工事の発注が

集中したことなどから、「国」などで大きく前年

同月比増となりました。

［企業倒産］……………倒産件数は減少、負債総額は増加

９月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年比２２．８％減の４４件でしたが、

食品加工卸業の大型倒産が発生したことなどから、

負債総額は同７８．５％増の１２１億円となっています。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………生産活動での回復の動きが続く

生産面では、電子部品・デバイスや電気機械などが上昇し、総合指数は前月比２ヵ月連続で増加し

ました。所得環境の悪化などにより個人消費や住宅建設全体は低調な状態が続いています。一方、公

共工事が増加して景気を下支えするなか、企業倒産は緊急融資制度の効果などにより低水準で推移し

ています。

［生産活動］……………電子部品・デバイスや電気機械などの増産により、
総合指数は上昇

７月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８０．４と前月比２．６％上昇しまし

た。

二輪車の生産減少により輸送機械は低下したも

のの、集積回路の増産により電子部品・デバイス

や電気機械が上昇し、総合指数は２ヵ月連続で上

昇しました。

［大型小売店］……………節約志向の高まりから前年比減少続く

８月の県内大型小売店販売高は、消費者の節約

志向が依然として強く、前年比６．２％減の１３８億円

と前年実績を下回りました。

エコポイント制度効果で家庭用電気機械器具が

前年比２．６％増加したものの、衣料品や飲食料品

は前年実績を下回り、全体で前年比減少しました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………分譲住宅の低調などで前年比４０．９％減

８月の新設住宅着工戸数は、全体では前年比

４０．９％減の７５０戸と、２ヵ月連続で前年を下回り

ました。持家で前年比３１．８％減の３０９戸、貸家は

３９．０％減の３８８戸、特に分譲はマンションの着工

がなく同６８．１％減の５２戸となりました。雇用や所

得の先行き不透明な状況を反映し、全ての住宅で

大幅な減少となっています。

［公共工事］……………件数、請負金額ともに大幅に増加

８月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比５０．４％増の６２７件、金額が同４９．８％

増の１９１億円と、件数、請負金額ともに前年同月

の約１．５倍の規模に増加しました。

発注者別の請負金額をみると、熊本大学病院関

連の工事などで「独立行政法人等」は前年比２倍

に増加したほか、「国」、「県」、「その他」でも前

倒し発注により前年実績を上回りました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに低水準

９月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比５６．３％減の７件、負債総額

が同７８．６％減の１７億４，８００万円となりました。

サービス業で負債額１０億円超の倒産が１件発生

しましたが、緊急融資制度の効果などにより、前

年に比べて、件数、負債総額ともに低水準で推移

しています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２０００年＝１００）

（出所）長崎県
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（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］…………生産活動の持ち直しの動き続く

生産面では、電子部品・デバイスは低下したものの、一般機械や輸送機械などの上昇により鉱工業

生産総合指数は４ヵ月連続で前月比プラスとなりました。大型小売店販売額は前年割れが続き、住宅

投資の動きは弱いものの、公共工事は県や市町の前倒し発注に加えて国からの発注増で増加し、また

企業倒産は低水準で推移しています。

［生産活動］……………一般機械や輸送機械などが寄与し、総合指数は
４ヵ月連続で上昇

７月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比２．６％上昇し１１２．６となり

ました。

半導体やシリコンウエハの減産により電子部

品・デバイスは低下したものの、一般機械や輸送

機械などその他の主要業種は上昇し、総合指数は

４カ月連続で上昇しました。

［大型小売店］……………消費者の節約志向が根強く前年比５．６％減

８月の県内大型小売店販売高は、消費者の節約

志向が依然根強く前年比５．６％減の９８億円となり

ました。

アイテム別にみると、夏物衣料のほか、飲食料

品も前年比マイナスとなりました。業態別では、

百貨店は前年比３．５％減に留まりましたが、スー

パーは同６．６％減となっています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………分譲住宅の着工急減により前年比３８．８％減

８月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

２９．３％減の１７６戸、貸家では同２０．４％減の１８７戸、

分譲で同９２．６％減の９戸となりました。全ての種

類で前年比マイナスとなり、全体での実績も同

３８．８％減の３７３戸と、３ヵ月連続して前年比減少

となりました。

［公共工事］……………件数、請負金額とも前年比２０％超の増加

８月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２５．９％増の５００件、金額が同２３．２％

増の１８６億円と、件数、請負金額とも前年比増加

しました。

発注者別の請負金額をみると、「国」では長崎

港（小ヶ倉柳地区）岸壁、「県」では有喜漁港、「市

町」では長崎市西部下水処理場など、経済対策等

により各種工事が前倒しで発注され、請負金額は

増加しました。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに低水準で推移

９月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比６６．７％減の５件、負債総額

が同６２．４％減の１７億８，９００万円となりました。

サービス業で負債額１０億円超の倒産が１件発生

しましたが、５月以降、緊急融資制度の効果等に

より、件数、負債総額ともに低水準で推移してい

ます。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００８．７ ９７，２１２ １９．０ ２３．１ ２２．７ １２．７ １１２．４ ７．５ １０２．４ ２．３ １８，６５９ ０．２ ２６７，２６３ ９．４

８ ９６，９０５ ５３．６ ３５．６ ５９．６ ７３．７ １１２．４ ７．５ １０２．７ ２．１ １６，５２７ ▲１．０ １６５，６５３ ▲１２．９
９ ９７，１８４ ５４．２ １９．９ ６６．９ ８２．８ １１１．８ ７．０ １０２．７ ２．１ １５，５８９ ▲２．１ ２６９，０５６ ▲５．６
１０ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．５ ４．５ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４
１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．５ ２．４ １０１．７ １．０ １７，８２０ ▲１．７ １８５，９４１ ▲２７．９
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９

２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．７ ▲０．９ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０
２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．２ ▲１．９ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０３．９ ▲２．６ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．３ ▲４．１ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．８ ▲５．６ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．５ ▲６．７ １００．４ ▲１．８ １６，０２９ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３６０ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．９ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，６９６ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５２，６５９ ０．４ ４０，０３５ １．８
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００８．７ １１５，５３４ ２．１ ４８３，９１５ ▲１．２ ３３０，４８３ ２．７ ０．８８ ４．０ １，３７２ １２．９ ５４，８７７ ２．０ ４０，３８７ ２．２

８ ８９，１４２ ２．４ ４１２，２３５ ４．８ ３２２，５０１ ▲０．７ ０．８５ ４．１ １，２５４ ４．２ ５４，７０５ ２．２ ４０，４１８ ２．０
９ １２７，８３８ ▲１．９ ３５９，２０１ ▲１．０ ３０７，７７８ ▲１．１ ０．８３ ４．０ １，４０８ ３４．５ ５４，９４０ ２．３ ４０，６１９ １．８
１０ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．８ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．８ ４０，９３１ ３．５
１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ４．０ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ １．６ ４１，３６４ ４．２
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２

２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５
２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５２ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２６ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４６ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４４ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４３ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４２ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行

項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ １．３ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ４．０ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００８．７ １０６．８ ２．３ １０７．４ ３．０ １０６．３ ２．１ ▲２．２ ７．９ １８．２ １２，２０２ １３．８ １１，８５８ ６７．６

８ １０３．５ ▲７．２ １０３．９ ▲７．１ １０６．１ １．７ ▲１１．１ ０．２ １７．１ ９，２５３ ▲６．０ ９，１３３ ６７．５
９ １０３．６ ０．４ １０４．０ ▲０．５ １０７．７ ３．１ ３．８ １．５ ２８．８ １１，７２４ ５．５ ７，５２１ ６６．４
１０ １００．１ ▲６．６ １００．９ ▲７．１ １０８．９ ４．４ ▲５．３ ▲７．９ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３
１１ ９３．１ ▲１６．５ ９３．６ ▲１７．０ １０９．５ ４．３ ▲１２．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８５．３ ▲２０．７ ８６．０ ▲２０．７ １０９．７ ４．８ ▲２．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９
２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．６ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．８ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．４ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．４ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８０．９ ▲２３．５ ８１．７ ▲２２．６ ９５．３ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．７ ▲４１．９ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８２．６ ▲２２．７ ８３．７ ▲２２．０ ９５．０ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．８ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．９ ▲１９．０ ８４．２ ▲１９．０ ９５．１ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．３ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

（注） ｐは速報値、ｒは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大
型小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００８．７ ３０．７ ６．７ ３９５ ２２．８ ４０４ ９６．６ ４，８０９ ７１．１ ３３．６ ７８．０ ９６．２ １０１．８ ２．０ ６６，７９２ １．８

８ ２８．８ ８．８ ３０５ ２．１ ４３９ ２６８．１ ４，４９２ ８４．４ １８．８ １１４．９ １２４．７ １０２．０ １．６ ５５，３５７ ▲０．９
９ ２０．４ ２３．４ ３８２ ３．９ ３０５ ▲３．２ ４，０７６ ８３．０ ７．２ １０９．０ １９２．１ １０１．８ １．５ ５０，６２４ ▲３．０
１０ ６．７ ０．３ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３
１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．４ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．６ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１
２ ▲５１．１ ▲４３．８ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４８，０００ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．５ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６
５ ▲４０．１ ▲３６．６ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３
６ ▲２７．４ ▲３６．９ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００８．７ １１０．７ １０．３ １０４．６ ▲５．４ １１６．５ ０．６ １１２．６ １２．６ １３６．７ ３７．２ １１３．８ １３．８ １１７．２ ▲０．１

８ １０２．７ ▲４．９ ９９．６ ▲８．２ １１３．５ ▲０．７ １１３．６ ８．６ １１２．７ ▲１３．０ １００．５ ▲７．６ １２４．９ １．６
９ １０２．０ ０．１ １０１．２ ▲５．８ １１７．６ ６．０ １１８．１ ９．３ １１３．０ ▲２．２ １０１．４ ▲１．２ １１５．８ ▲９．８
１０ ９７．０ ▲９．４ １０１．７ ▲２．１ １１０．４ ▲７．４ １１４．５ ８．２ ９８．４ ▲２４．３ ９５．１ ▲１１．４ １１９．２ ６．２
１１ ８９．３ ▲１６．８ ９１．４ ▲１４．３ １１２．１ ▲６．２ １０６．７ ０．５ ７６．１ ▲４２．６ ８３．３ ▲２３．０ １２４．６ ４．０
１２ ８６．４ ▲１８．７ ７８．２ ▲２７．５ １０８．９ ▲７．８ ９９．２ ▲７．５ ６８．９ ▲４６．９ ８１．３ ▲２４．２ １２９．１ ２．９

２００９．１ ７４．８ ▲２９．５ ５７．４ ▲４５．９ ８８．５ ▲２９．４ ８５．６ ▲２１．５ ６２．９ ▲４９．７ ７１．６ ▲３３．１ １２２．０ ▲４．５
２ ６４．８ ▲４１．４ ５６．５ ▲４７．４ ７２．５ ▲４１．８ ７５．７ ▲３４．８ ３８．４ ▲７１．４ ６０．０ ▲４６．２ １２２．３ ６．１
３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１
４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５ ７９．６ ▲２８．２ ７１．０ ▲３３．４ ６２．１ ▲４３．８ ７０．５ ▲４０．３ ８４．１ ▲３９．７ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６ ８０．０ ▲２４．１ ７４．１ ▲２９．３ ６２．６ ▲４７．６ ６３．９ ▲３８．７ ８６．３ ▲３１．１ ７９．４ ▲２４．０ １１８．１ ▲５．７
７ ８１．４ ▲２４．９ ８４．２ ▲１８．７ ６４．３ ▲４４．６ ６２．８ ▲４４．６ ８４．３ ▲３５．４ ８１．３ ▲２６．２ １２６．９ ７．４
８

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００８．７ １０，１６５ １０．２ ４，９１７ ２．６ ４２０，９５８ ▲１．８ ３０２，６１５ ▲４．１ ０．６３ ３５ ▲２７．１ １７１，８１２ ２．４ １３４，６９９ ２．４

８ ６，７１７ ▲１１．４ ３，６４３ ６．７ ３９０，４９２ １８．３ ３３２，１４５ ▲１．８ ０．６１ ４４ １８．９ １７２，５０９ ２．８ １３４，９８２ ２．８
９ １０，１４９ ▲２．０ ５，００７ ▲４．２ ３２５，２９１ ０．２ ２８４，１０９ ▲７．５ ０．６０ ５７ ２３．９ １７０，７５６ １．０ １３３，７７２ ０．９
１０ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１
１１ ７，３０６ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５７ ４９ ４．３ １７２，０７５ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５
２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４１ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３８ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００８．７ １０２．１ ▲２．５ ９９．５ ▲５．９ １３７．６ ８４．４ ６６．８ ▲４９．６ ９９．１ ▲２６．７ １０１．３ ▲１．８ １２４．９ ４６．６

８ １０２．０ ▲２．７ １０３．４ ▲８．２ １３２．２ ７１．３ ６９．０ ▲４２．６ ９６．７ ▲２７．９ ９９．２ ▲６．５ １２３．６ ４４．３
９ １０２．６ ▲１．３ ８９．９ ▲４．１ １３４．６ ０．５ ６４．９ ▲３０．０ １０１．６ ２０．７ １０１．９ ０．９ １２０．１ ４．７
１０ ９９．６ ▲７．６ ９５．７ ０．０ １３０．３ ▲９．２ ６２．２ ▲４２．１ １００．４ ８．１ ９７．５ ▲１０．５ １２７．６ １４．１
１１ ９７．１ ▲１２．６ ９５．９ ▲２．６ １１８．９ ▲２２．９ ５６．６ ▲４３．２ １０２．１ １１．２ ９５．１ ▲１４．２ １３４．１ １８．８
１２ ９３．０ ▲１１．３ ９３．４ ▲１．１ １１２．１ ▲２２．２ ６３．０ ▲４０．１ １０１．７ ２７．８ ８９．７ ▲１１．５ １４３．３ ２５．８

２００９．１ ８２．６ ▲２３．２ ９６．３ ▲２．７ ８６．１ ▲４３．２ ７０．７ ▲２７．７ ７５．２ ▲７．１ ８３．９ ▲１９．８ １４４．４ １６．６
２ ７５．８ ▲３１．９ ９５．５ ▲７．９ ７４．１ ▲５３．５ ５３．０ ▲４５．４ ７６．３ ▲１０．４ ７６．５ ▲２８．５ １４１．８ １３．４
３ ７１．３ ▲３４．２ ９８．９ １．２ ７８．８ ▲５０．６ ６２．１ ▲３２．２ ７２．７ ▲８．７ ７３．３ ▲３０．５ １２０．３ １．８
４ ７７．３ ▲２９．２ ９３．０ ▲５．３ １０４．６ ▲３０．２ ３２．６ ▲６８．０ ６８．７ ▲２２．２ ７６．０ ▲２８．２ １１３．１ ▲０．３
５ ７６．８ ▲３０．０ ９３．３ ▲６．７ １００．３ ▲３３．７ ３０．１ ▲６５．８ ７５．３ ▲２３．６ ７６．４ ▲２８．９ １１５．２ ▲２．６
６ ７８．４ ▲２４．２ ９８．２ ０．９ １０８．７ ▲１９．３ ４８．３ ▲３２．７ ７１．７ ▲２８．８ ７８．４ ▲２１．３ １０９．６ ▲９．５
７ ８０．４ ▲２１．２ １００．３ ０．８ １１１．３ ▲１９．１ ５０．２ ▲２４．８ ６９．１ ▲３０．２ ７８．６ ▲２２．３ １０７．６ ▲１３．８
８

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００８．７ ０．９ ７０．７ １２５ ▲１６．１ １７７ １６４．２ ９９３ １．３ ２２．８ ▲１０．６ ４２．９ １０１．５ ２．０ １７，３３０ ０．４

８ ４．０ ６４．３ １２８ ▲１４．５ ９３ ５７．７ １，２６８ ４６．９ １８．３ ５０．７ １８１．０ １０１．８ １．６ １４，７０６ ▲２．３
９ １０２．４ ５３．７ ２４０ ▲４．９ ７７ ２８．１ １，０２１ ▲４．９ ▲５．５ ２３．９ ▲６９．６ １０２．２ １．８ １２，７４７ ▲２．５
１０ ▲４０．９ ４９．２ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２
１１ ▲３１．４ ３０．０ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２６．８ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

２００９．１ ▲５４．２ ▲１８．４ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０
２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２００ ▲１０．０
３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００８．７ ３，１３６ １７．７ ２，３２４ ４．８ ４１０，３６１ ▲１４．６ ３３４，１１４ ４．９ ０．６３ １４ ７５．０ ４８，５０８ ２．３ ２８，７３５ ４．８

８ １，７８１ ▲１４．０ １，９４３ ▲３．２ ３４７，８２６ ▲１．９ ２８７，１０４ ５．６ ０．６１ ２０ ５３．８ ４８，６７０ ２．８ ２８，８４３ ５．１
９ ３，０６９ ▲２．７ ２，３６２ ２．９ ３３９，９７１ ５．７ ２８８，９４０ １０．７ ０．５９ １６ ４５．５ ４８，１６８ ０．４ ２８，９１４ ４．４
１０ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９８ １．８ ２８，７６９ ２．７
１１ ２，２００ ▲２６．４ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５２ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７４ ３．０
１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０
２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００８．７ ▲１２．０ ６５．９ ５，７９９ １８．３ １２４ ▲２．９ ９９ ６．６ ４５７ ▲２３．７ １．４ ▲１５．５ ▲６９．０ ３３２ ▲０．４１０１．５ ２．２

８ ６７．３ ７１．５ ４，７５８ ４．５ １５１ ▲２７．３ ６９ ▲３５．２ ６０９ ２５．１ １６．４ １１．４ ９８．４ ５４３ ▲８．１１０１．８ ２．０
９ ▲４９．０ １９．６ ５，６９３ １６．７ １５３ ▲２７．１ ４１ ▲３９．９ ６２６ ▲７．１ ▲２１．７ ▲３２．８ １５６．８ ３２７ ▲１７．１１０１．９ ２．０
１０ ▲９．８ ２４．０ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６
１１ ▲１０．８ ６．６ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ １５．６ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

２００９．１ ５８．３ ▲７９．６ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７
２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品生
産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ７．０
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１８．５ １１．９ １５５．２ ４５．８ １０２．６ ２．６ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００８．７ １２２．１ １４．０ １８４．２ ７７．１ １０１．５ ▲３．２ ５８．３ ０．６ １５１．４ ２２．８ １７６ ０．９ ２７２ ２１．１ １６．２

８ １２６．６ １７．６ ２０３．５ １０３．３ １０３．２ ▲７．６ ３８．１ ▲４１．８ １５１．７ ２２．８ １７８ ▲５．８ ２５０ ０．２ ▲６．６
９ １２５．４ １９．５ １８７．８ ９０．３ １０７．３ ▲１．５ ３７．７ ▲２７．０ １４８．９ １３．８ ２０３ １０．４ ２５５ ▲２．３ ▲１９．１
１０ １２６．３ ２０．９ １６１．８ ７６．２ １０４．２ ▲６．１ ４２．２ ▲２２．３ １６２．６ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３
１１ １０８．５ ▲２．９ １３５．０ ４５．４ ９５．２ ▲１２．１ ５３．５ ３．０ １５１．５ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２ １０８．０ ▲５．１ １２３．４ ２２．４ １０１．０ ４１６．４ ４８．３ ▲６．７ １５０．３ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７

２００９．１ ８５．１ ▲２８．７ １１１．２ ▲１５．３ １０１．０ ▲４．４ ４４．０ ▲１１．９ １１４．９ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７
２ ８１．２ ▲３６．６ １００．８ ▲３１．６ ９５．０ ▲１７．４ ４６．４ ▲３．６ １３８．０ ▲１．０ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ ７１．４ ▲２９．１ ８５．０ ▲３９．１ ９７．９ ▲７．５ ５８．８ ５２．５ １４０．２ ６．６ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ８１．４ ▲３３．７ ７２．３ ▲５０．２ ９９．７ ▲２．７ ４３．８ ▲６．６ １４６．６ ６．４ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ ９１．４ ▲２４．９ ９８．５ ▲３８．５ １０４．８ ４．６ ４０．３ ▲１６．０ １４３．０ ３．６ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ １０９．８ ▲８．７ １１６．０ ▲２７．５ １０２．１ １１．１ ３４．２ ▲２７．６ １４３．６ ▲１．７ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ １１２．６ ▲７．８ １３６．７ ▲２５．８ １０６．９ ５．４ ３７．８ ▲３５．１ １６７．１ １０．４ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ ▲１０．５

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００８．７ １１，８８２ ▲１．３ １，９３０ １６．９ １，９０７ ８．７３７０，２２３ ▲９．９２８５，９１７ ▲１７．３ ０．５６ １７ １３．３ ４１，０７９ ▲０．５ ２３，９０５ ▲２．８

８ １０，４０８ ▲５．２ １，３４８ ▲３．１ １，４７１ ▲０．９３４１，８７２ ２．４３００，６２４ ▲６．９ ０．５７ １５ ▲２１．１ ４１，２７８ ０．６ ２３，９７３ ▲２．３
９ ８，９３１ ▲６．１ ２，０７６ ▲０．６ ２，０５４ ２．７３３０，８５７ １７．３２７８，１９８ ▲０．４ ０．５６ １５ １５．４ ４０，６１９ ▲０．７ ２３，６８６ ▲２．９
１０ ９，３７１ ▲５．９ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４１ ▲０．２ ２３，５１４ ▲３．０
１１ １０，２２６ ▲３．９ １，３８７ ▲２１．７ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７０ ▲０．７ ２３，５６５ ▲２．６
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７
２ ８，６００ ▲７．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４１ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４１ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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編 集 後 記 �

黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

２００９年版中小企業白書の大きなテーマは「イノベーショ

ン（革新）」です。シュムペーターは、変化が急激で不連

続な時代には、古い仕組みから新しい仕組みへと劇的に変

わると提唱しました。今はそうした時代なんだと実感して

いますが、頭の中身は劇的には変わらないので、日々、時

代の変化を意識していくしかありません。

「読書の秋」でなくとも、通勤電車の中は多くの人にとっ
ての読書空間となっています。私も負けずに某社新書を読
んでみたのですが、テーマはアインシュタインの「相対性
理論」。「あなたにもわかる」がキャッチコピーの本ですが、
「電車」と「プラットフォーム」を例えにした解説がなか
なか理解できません。筆者は通勤客の読者をイメージした
かどうか分りませんが、満員電車に揺られながら読むには
適さないのかも…。

島 浦 今 村

先日、日系大手自動車メーカーが合弁で工場を構える広

東省広州市に視察に行ってきました。世界各国で販売台数

が落ち込むなかで購入優遇策と堅調な需要に支えられ、

２００９年は販売台数世界一位になる見込みです。改めて中国

経済の成長力を感じさせられました。

中国東北地方は冬の到来が早く、寒さに弱い私には堪え
ます。１０月中旬に瀋陽へ訪問した時のことです。大連から
さらに北に約４００kmという場所だけあって、その日最低
気温が５℃と、吐息が白くなるような寒さでした。秋を想
定していた私は、九州ではまずない「季節の読み間違え」
で見事に風邪をひく始末。日本も季節の変わり目ですが、
皆様もお身体にはくれぐれもご自愛を。

林 田 藤 村

海外拠点紹介

ＦＦＧ調査月報１８号 ２００９年１０月２６日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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